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プ会社の環境担当が連携して各種施

策を展開している。地球環境への取

組みでは、温暖化ガスの削減、紙資

源削減・リサイクルの推進や省エネ

等の環境技術の展開に力を入れてい

る（図１）。

「NTTグループ地球環境憲章」は、

NTTの事業活動において地球環境の

保全に最大限の努力を払い、未来に

わたり持続可能な発展を実現してい

くことを基本理念とし、①法規制の

遵守と社会的責任の遂行、②環境負

荷の低減、③環境マネジメントシス

テムの確立と維持、④環境技術の研

究開発、⑤社会支援等による貢献、

⑥環境情報の公開、の６つの

基本方針から構成されている。

「環境保護における地域貢

献」は、各グループ会社に

おいて地域社会に根ざした

事業活動を行い、地域社会

の一員として環境貢献を行

っていくことを示している。

NTT東・西では、エコロジ

ー・コミュニティ・プラザ

を設置し、地域住民、学校

そしてNTT研究所とともに

多彩な環境活動を展開してきた。安

心安全や防災関連のソリューション

展開も、NTTグループ会社が連携

しながら推進している。

「環境技術の研究開発」は、NTT

研究所が中心となり、クリーンエネ

ルギー、環境モニタリング、安心安

全な情報サービスなど、多様な分野

の研究開発を実施している。特に、

エネルギー技術と環境情報技術を２

大柱に、通信や環境を取り巻く課題

について研究開発テーマを展開して

いる。

さらに、 I C T（ I n f o r m a t i o n

Communication Technology）サービ

スの環境貢献の定量的な把握や廃棄

物や省エネに関する対策についても

NTTグループで取組んでいる。

（２）省エネルギー対策

NTTグループは、全国の電力購

入量の約0.9%の電力を消費してい

る。NTTグループが排出するCO2

の９割は電力消費に伴う間接的な排

出によるものである。そのため、電

力消費量を抑制するために、1997

年から「トータルパワー改革

（１）NTTグループの地球環境保護

NTTグループは、1999年のグル

ープ再編を機に、「NTTグループ地

球環境憲章」、「環境における地域貢

献」、「環境技術の研究開発」の3つ

を柱とした「NTTグループエコロ

ジープログラム 21」を策定した。

最近では、環境の取組みを C S R

（Corporate Social Responsibility）

活動に取り入れた展開が進められて

いる（1）。NTTグループは、地球環

境保護推進委員会の下で、各グルー
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る。UPSは、商用電源の交

流電圧を整流部で直流電圧

に変換し、蓄電池を充電す

るとともにインバータ部で

直流電圧を交流電圧に変換

する。交流電圧はデータコ

ム装置内部で直流電圧に変

換されるため、交流給電で

は変換段数が増え、給電効

率が低下する。

一方、データコム装置を直

流給電化した場合、変換段数

が少なくなりエネルギー効率

を約20％改善することができ

る（2）。また、変換段数が少ない分、

直流給電は交流給電に比べて高信頼

な給電システムと言える（図２）。

NTTグループでは、給電システムに

関するガイドラインを規定し、デー

タコム装置の直流給電を基本として

装置の導入を進めている。これら、

直流化による省エネ施策を推進して

いる。

（３）廃棄物・リサイクル

NTTグループは、廃棄物排出要

素として通信設備の撤去に伴う廃

棄、建築・土木工事に関連する廃棄、

オフィスからの廃棄の３項目を認識

し、資源循環型社会の形成を目指し、

廃棄物の排出抑制とリサイクル率の

向上に努めている。

NTTグループでは、情報通信サー

ビスを提供するためにさまざまな通信

設備を有しており、耐用年数の経過や

新サービスの提供などによる設備更改

に伴い、既設設備の撤去が発生する。

光ケーブルは、2001年に「廃光ケーブ

ルリサイクルシステム（2）」を開発し、

ケーブル外被だけでなく、コア部分も

解体・破砕し、個々の材料への分別と

素材レベルでのリサイクルを推進して

いる。これらの活動により、2004年度

の通信設備の撤去に伴う廃棄物のリサ

イクル率は99.2%に達し、“ゼロエミ

ッション”を達成した（図３）。具体

的に、ビルの建築・取り壊しや通信ケ

ーブルの敷設等により発生する建築・

（TPR）運動」と名付けた省エネル

ギー対策を実施してきた。2004年

度には1.8億kWhの電力削減を実現

した。TPR運動の主な取組みは、

NTTグループのビル約4000棟にお

けるエネルギーマネジメントの推

進、エネルギー効率の高い電力装置

や空調装置の導入・更改、省エネ機

器の導入、クリーンエネルギーによ

る電力自給率の向上、などが挙げら

れる。

また、NTTグループでは、ブロ

ードバンド・ユビキタス社会の進展

のために、次世代ネットワーク網の

構築や各種アプリケーションサービ

スの開発を進めている。その基盤と

なるルータやサーバなどのデータコ

ム装置は、今後、ますます増加する

と予想される。これらのデータコム

装置の多くは、100Vの交流により

給電されている。情報通信サービス

を行うには、停電対策として、通常、

無停電電源装置（UPS）を使用す
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土木工事関連廃棄物は、通信ビルなど

の建物の延命化施策による排出抑制

や、よりリサイクル率の高い中間処理

業者の選定によってリサイクル率が向

上してきている。

また、NTTグループは、一般事

業所から排出される紙やプラスチッ

クなどのオフィス廃棄物について

も、各事業所において ISO14001の

認証取得を推奨し、ゴミの分別・リ

サイクルを推進している。

NTT研究所では、環境負荷低減の

ための技術提供・サービス創出はも

とより、「地球」に優しく、安心・安

全な「社会」と、それを育む心豊か

な「人間」を３つの大きな貢献対象

と位置づけて研究開発を進めている。

将来の社会環境を見据えたコアとな

る研究テーマの選択と集中を行いな

がら研究を進めている（図４）。

（１）光IP化と分散電源

光 IP化、通信機器の多様化、通

信NWや社会システムの大電

力給電への対応など、次世代

ネットワーク網の実現のため

に避けて通れない課題がある。

NTTグループは、これまでに

様々な通信装置への給電ガイ

ドラインの策定や通信NWの

安定・安全に対する貢献を行

ってきた。今後は、次世代の

ネットワークの大容量化の安

全性ガイドラインや直流交流

の混合給電に関わる問題点な

どについて注力していく。

地球温暖化防止や化石燃料の枯渇

に対応するため、クリーンエネルギ

ー源の創出と転換を進めている。特

に、分散電源の社会を想定して、ト

ータルの電力需要、発電能力を予測

し、蓄積量・変換効率などを配慮し、

エネルギー効率を高める制御技術に

ついて検討している。今後は、特定

エリアでのエネルギー供給やその地

域内でのエネルギーの最適化制御技

術など、省エネを展開していく予定

である（図５）。

（２）ユビキタス化

N T T研究所

では、情報ユ

ビキタス社会

に向けて、個

人の健康状態、

ローカルな環

境情報を、い

つでもどこで

もセンシング

出来るユビキ

タス・センサ

の開発や、ユビキタス社会の実現に

不可欠な小型・軽量なエネルギー源

の開発や、固定・無線のNWなどの

基盤研究を展開している。センサ開

発では、色素と環境汚染物質との化

学反応を利用する大気環境センサ素

子の原理を応用し、光化学スモッグ

の人体への影響も懸念されているオ

ゾンの超微量測定が可能なオゾンセ

ンサを開発してきた。

また、情報ユビキタス化の実現に不

可欠である無線通信網に対して、通信

機器・電源・無線などに関わる電磁環

境評価（EMC：Electro Magnetic

Compatibility）技術を駆使して、通信

NWへの電磁的な影響評価、対策など

を検討している。

（３）エネルギー

NTT研究所では、CO2を排出し

ないクリーンなエネルギーの研究開

発を進めている。最近、携帯電話や

PDAなどの普及により、携帯機器

に対するエネルギー需要が急速に高

まっている。太陽電池で発電し、多

種の携帯機器に電力を供給できるコ

ンパクトな多目的携帯電源「ポケッ
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バケット車駆動用の電源としての応用

展開を行っている（図６）。

（４）安心安全の社会

安心安全や B C P（B u s i n e s s

Continuity Plan）の観点からは、防

災と福祉分野への取組みがある。防

災は、昨今の大規模災害での教訓や、

地方自治体の大規模統合などに伴っ

て、防災設備や情報管理の刷新が求

められている。この分野では、環境

センシングと環境予測技術、繋がる

ための携帯・無線NW連携技術や災

害用電源技術が重要になってくる。

環境の予測技術としては、気象情

報、地形、熱、建物の影響も考慮し

た大気環境シミュレータなどを検討

している。ビル建設や都市開発など

で生じる局所公害問題（ストリート

キャニオン現象など）を考慮した詳

細な環境アセスメントや、リアルタ

イムでの大気汚染情報の発信や地震

情報の配信など、人間生活への安

心・安全を深める開発を進めている。

また、災害情報系の通信システム

などでは、「加工・予測」で培った

受取る側に最適な情報処理技術や

「配信」で培った簡易インタフェー

ス技術を展開することで、災害など

の緊急事態であっても、迅速に、正

確な災害情報の提供を実現している

（図７）。

さらに、携帯電話や無線が届かな

い場合に、緊急に仮設して災害ある

いは環境情報をやりとりできるマル

チホップ無線システムは、「繋がる」

NW技術として、防災・災害時の通

信手段として効果がある。NTT内

の防災訓練や自治体の防災NWとし

て利用されている。

一方、福祉分野では、少子高齢化

社会への貢献として、つながり感に

よって安心・安全を得る見守りコミ

ュニケーションなど、高齢者がいつ

でも利用できる簡便な情報配信・処

理の手法を検討している。実際の市

町村の高齢者を対象にしたフィール

ドテストで、その有効性を検証して

いる。

トエナジー（3）」を開発・製品

化した。単セルの太陽電池を

電力源とし、発生した極低電

圧電力から、昇圧を行って電

池へ蓄積し、さまざまな携帯

機器へ給電することを可能に

した。従来、太陽電池の弱点

であった出力電圧の低さと不

安定さを世界初の昇圧技術で

解決し、安定した電力供給を

実現した。

また、携帯電話に直接搭載

できる水素ガスを燃料とした

小型の固体高分子形燃料電池（マイ

クロPEFC）（1）を検討し、マイク

ロPEFCと自動で水素を充電する水

素チャージャを試作した。携帯電話

へ搭載実験を行うことで、既存のバ

ッテリーの数倍の通話時間を確保で

きることを実証した。

さらに、エネルギー蓄積技術として、

ニッケル水素蓄電池を利用したバック

アップ電源を開発した。従来、通信機

器のバックアップには鉛蓄電池が利用

されてきたが、蓄電池の小型・軽量化、

鉛フリー化を考慮した大容量ニッケル

水素蓄電源の製品化を実現した。災害

対策用の小型電源システムや工事用の
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（５）ICTの社会的効果

NTTグループでは、購入品・

材料などの環境負荷評価や、通

信サービスの利用によるトータ

ルでの環境負荷低減の評価な

ど、多様なデータの蓄積や基礎

的な評価手法の検討行い、ICT

による環境影響評価の検討を進

めている。

ICTの利用拡大により人やモ

ノの動きが効率化され、社会全

体の省エネルギー化に大きく貢

献できる。LCA（Life Cycle

Assessment）によって、NWや

ICTサービスのCO2排出・削減

量を計算できる。ICT機器やネ

ットワーク設備などのICT関連

設備によるエネルギー消費量は

2004年度で日本全体のエネルギ

ー消費量の0.9%に達する一方、テレ

ワークなどによる人の移動の減少や、

電子商取引による物流の効率化、メ

ディアの電子情報化などによって、

日本の総エネルギー消費量を1.4%削

減できることを提唱している。

2010年度には、ICTの利用拡大に

よりネットワーク設備によるエネル

ギー消費量が増加し、日本の総エネ

ルギー消費量の1.1%に達する一方、

削減量は3.9%になる見込みである

（図８）。この数字は、東京、神奈川、

千葉、埼玉の全世帯で消費される１

年間のエネルギー量に相当する。

NTTグループは、地球環境保護

に向けて自らの事業活動による環境

負荷低減の取組みを推進

することと並行して、環

境情報を活かして、地球

や人の生活を脅かす環境

の改善による安心・安全

な生活環境の実現を目指

している。特に、NWや

センサ技術を駆使して、

取得した環境情報を元に

した予測手法の確立に傾

注していく。一方、エネルギー分野

では、光IP化や地球環境保護に向け、

クリーンエネルギー源や、エネルギ

ーの総合制御による効率化、さらに

環境情報による機器制御技術や、ユ

ビキタスセンシングへの電源につい

て検討を進めていく（図９）。さらに、

環境・エネルギー技術や、ICTによ

る社会的な環境負荷低減などを数値

化し、評価可能にする検討にも注力

し、今後も「地球・社会・人間」に

貢献できる研究開発を推進していく。
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図8 ICT活用によるエネルギー削減量と消費量
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図9 循環型社会の実現に向けたR＆Dのテーマと開発事例
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